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2022年5月30日

容量市場の在り方等に関する検討会事務局※

※本検討会は、資源エネルギー庁と電力広域的運営推進機関の共同事務局により開催している。

容量市場メインオークション募集要綱（案）の概要について

（対象実需給年度:2026年度）



1１．はじめに

◼ 2022年度メインオークション（対象実需給年度：2026年度）に向けた内容について、これまで本
検討会、および制度検討作業部会（国の審議会）において整理を進めてきた。

◼ 本日は、これまでの検討内容をもとに作成した「容量市場メインオークション募集要綱（対象実需給
年度:2026年度）」、および「容量確保契約約款」の案について、主なポイントと意見募集の実施等
について報告を行う。

◼ なお、国の審議会において、今般の電力需給のひっ迫等を受けた方策の必要性についても議論が行
われた。容量市場は、発電事業者の投資回収の予見性を高め、将来に必要となる供給力を確実に
確保し安定供給を実現することを目的としていることから、容量市場に期待される機能・役割が果たさ
れるかについて確認しながら進めていくことになる。



2

◼ 3月16日に福島沖を震源とする地震が発生し、地震等による発電所の停止や真冬並みの寒さによる
需要の大幅な増大などにより電力需給がひっ迫するエリア・時間帯があり、今般の電力需給のひっ迫
等を受けた各検討や見直しが議論されている。

◼ 今般の電力需給のひっ迫を受けた各検討や見直しは、一定の議論を経て方向性・合意を図られてい
くものと認識しており、検討の方向性が定まったものに関しては、適宜オークションへの反映について検
討を行いながら進めていく。

２．今般の電力需給のひっ迫等を受けた方策の検討について

第64回制度検討
作業部会資料より
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◼ 今般の電力需給のひっ迫等で明らかになった課題や、需要想定の在り方等についても議論が行われ
た。

（参考）今般の電力需給のひっ迫等を受けた方策の検討について

第64回制度検討
作業部会資料より
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◼ 想定最大需要電力を超える電力需要の増大や、社会構造変化に伴う電力需要への影響について
等についても議論が行われた。

（参考）今般の電力需給のひっ迫等を受けた方策の検討について

第64回制度検討
作業部会資料より
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◼ 需要最大期以外への備えや、稀頻度リスク、容量市場における計画停止の扱い等についても議論が
行われた。

（参考）今般の電力需給のひっ迫等を受けた方策の検討について

第64回制度検討
作業部会資料より
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◼ 容量市場導入後における供給能力確保義務の考え方や、約定価格の変動、休止電源を活用した
需給ひっ迫対応策、戦略的予備力について等についても議論が行われた。

（参考）今般の電力需給のひっ迫等を受けた方策の検討について

第64回制度検討
作業部会資料より



7３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント

◼ 本検討会、および制度検討作業部会（国の審議会）においてこれまで整理を進めてきた内容につい
て、2022年度メインオークション（対象実需給年度：2026年度）の募集要綱（案）、および約
款（案）へ反映を行った。



8（参考）容量市場に関連する文書類

◼ 「容量市場メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」を含めて、容量市場に関連する文書
の概要は以下となる。

容量市場
募集要綱
※1※2

容量市場
業務マニュアル

※1※2

容量市場
システム

マニュアル※3

容量市場
メインオークション
募集要綱

メインオークションの参加登録編

メインオークションへの応札・
容量確保契約書の締結編

•容量市場へ参加希望する電気供給事業者に対して求める条件や参加方法等を規定
（様式１）容量市場への参加登録申請に伴う誓約書
（様式２）期待容量等算定諸元一覧
（様式３）発動指令電源のビジネスプラン申請書

•参加登録申請の手順、提出書類等について記載

•容量市場システムのログイン方法や入力方法、画面等、操作方法等について記載

その他は順次発行予定

その他は順次発行予定

容量
市場
関連
文書

関連文書等 概要

※1：初回策定や大きな変更時は意見募集を実施 ※2：対象実需給年度毎に公表 ※3：対象実需給年度に依らず共通

• メインオークションの応札情報の登録から、容量確保契約書の締結までについて記載

事業者情報・電源等情報登録
期待容量登録・応札・契約
電源等差替・実効性テスト

・容量停止計画編

実需給前に実施すべき業務
（全般）編

電源等差替編

•余力活用契約・給電申合書等の締結、電源等情報の追加登録、FIT法適用の電源でない
場合の異議申立、事業者の退出表明に基づく市場退出の手順、提出書類等について記載

•電源等差替の手順、提出書類等について記載

契約書
•容量提供事業者に求められる要件、容量確保契約金額その他の契約条件を規定

容量確保
契約書
※1※3 容量確保契約約款

• 追加オークションの参加登録編、追加オークション・容量確保契約編、アセスメント・ペナルティ編、容量確保契約金
額・容量拠出金編、等

• 追加オークション募集要綱、特別オークション募集要綱、等

実効性テスト編 •電源等リストの登録および実効性テストに係る手続きについて記載

容量停止計画の調整業務編 •容量停止計画の提出および調整に係る手続き、容量確保契約金額の減額の手続きについて記載



9３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
①2022年度オークションに向けた検討内容の反映箇所

募集要綱<上段>・約款<下段>の反映箇所2022年度オークションに向けた検討

◼発動指令電源の募集量等
➢募集量等の設定については、現行の4％から全体として5％に拡充する。
（メインオークション4％+追加オークション1％）
➢発動指令電源は、応札容量に調整係数を乗じた容量により約定処理を実施する。
➢調整係数の設定方法については、事後的に算定することとする。

◼経過措置の扱い
➢オークションでの約定価格が、NetCONEの半分以下になった場合には、経過措置を適用
しないこととする。

➢約定価格がNetCONEの半分を超え、経過措置を適用した場合の受取額がNetCONE
の半分での受取額以下となる場合には、NetCONEの半分での受取額とする。

なし

第6章 落札電源および約定価格の決定方法
１.落札電源の決定方法（１）エ

第7章 契約条件
２.容量確保契約金額の算出に関する経過措置
（１）

附則（2021年7月1日）
第２条１．～４．および第３条①

◼監視の対象について
➢ 「一定の基準」として、500万kW以上の発電規模を有する事業者を監視の対象とする。
➢ 「一定の基準」を設けたうえで、前年度のオークション結果等を踏まえながら、500万kW
未満の発電規模の事業者であっても、必要に応じて、監視の対象とする。 なし

◼ 1地点複数応札（安定電源+発動指令電源）の適用について
➢安定電源において、契約容量まで供給力を提供してもなお、需給ひっ迫時に当該契約
容量を超えて発動指令電源として供給力を提供できる場合は、１計量単位にて安定電
源に加えて、発動指令電源の1リソースとしても応札可能とする。

第3章 募集概要
3.募集内容（５）エ、および（６）イ
第4章 参加登録
3.電源等情報の登録（３）

◼ ノンファーム型接続電源の参加について
➢基幹系統でノンファーム型接続が適用される電源は、参加可能とする。

第3章 募集概要
3.募集内容（５）カ（オ）

なし

第５章 応札方法
１.応札方法（１３）

なし



10３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
②発動指令電源の募集量等（１／４）

◼発動指令電源の募集量等

➢ 募集量等の設定については、現行の4％から全体として5％に拡充する。

（メインオークション4％+追加オークション1％）

➢ 発動指令電源は、応札容量に調整係数を乗じた容量により約定処理を実施する。

➢ 調整係数の設定方法については、事後的に算定することとする。

◼ メインオークションにおける発動指令電源の応札上限容量、約定方法の表記を変更 【募集要綱】

◼ 調整係数の公表時期について、メインオークションの約定結果公表日に公表することを記載 【募集要
綱】

募集要綱・約款への反映内容

2022年度オークションに向けた検討



11３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
②発動指令電源の募集量等（２／４）

募集要綱・約款での記載 【募集要綱】 第6章 落札電源および約定価格の決定方法

＜変更前＞ ＜変更後＞【募集要綱】 【募集要綱】
１.落札電源の決定方法
（１）以下の手順にて落札電
源を決定します。
（略）
エ 発動指令電源については、

メインオークションにおけ
る調達上限容量を定め別途
公表いたします。
なお、発動指令電源の応

札容量の合計がメインオー
クションにおける調達上限
容量を超過し、かつ当該調
達上限容量を超える点にお
いて、同一価格の応札が複
数存在する場合は以下a～c
の順で同一価格の応札の約
定処理を行います。

a.エリア需要の３％を超
過していないエリア
（※）は全て約定

b.エリア需要の３％を超
過しているエリア
（※）は、エリア需
要に対する超過率が
等しくなるように当
該エリアへ約定可能
な容量を分配

c.エリア内の約定、未約
定はランダムに決定

※市場分断が発生した場合
は、ブロック単位で
判断します。

１.落札電源の決定方法
（１）以下の手順にて落札電源を決定します。
（略）
エ 発動指令電源についてはメインオークションにおける応札上限容量を定め別途公表いたします。

なお、発動指令電源の調整係数については応札の受付期間後に決定（※）し、応札容量に調整係数を乗じた容量にて約
定処理を行います。また、応札容量に調整係数を乗じた容量が1,000kW未満となる場合は、当該電源等は非落札電源とし
ます。
※発動指令電源の調整係数は、メインオークションの約定結果の公表に合わせて公表します

発動指令電源の調整係数は、発動指令電源のメインオークションにおける応札容量と追加オークションで調達を予定し
ている供給力（発動指令電源分の1%をH3需要比で各エリアへ分配）を加え、以下①～③の順で応札の受付期間後に算定を
行います。
①全国の需要曲線と全国の供給曲線の交点から発動指令電源の調整係数反映前の応札容量を確認します（※1、※2）
②各エリアの発動指令電源の調整係数反映前の応札容量に追加オークションで調達を予定している供給力（発動指令電

源分の1%をH3需要比で各エリアへ分配）を加えたものを各エリアの応札容量とします
③各エリアの応札容量から発動指令電源の調整係数を算定します（※3）

※1 発動指令電源の応札容量の合計がメインオークションにおける応札上限容量を超過し、かつ当該応札上限容量
を超える点において、同一価格の応札が複数存在する場合は以下a～bの順で同一価格の調整係数反映前の応札
容量を確認します。
a.エリア需要の４％を超過していないエリアは全て対象とする
b.エリア需要の４％を超過しているエリアは、エリア需要に対する超過率が等しくなるように当該エリアへ
容量を分配する

※2 発動指令電源の全国の応札容量が応札上限容量以下、かつ全国の需要曲線と全国の供給曲線の交点に発動指令
電源の同一価格の応札が複数ある場合は、その同一価格の応札すべてを含めます

※3 調整係数を算定した後に、市場が分断され、追加・減少処理を行った場合においても調整係数の再算定は行い
ません

発動指令電源の応札容量に調整係数を乗じた容量で約定処理を行い、発動指令電源の落札電源を決定します。
発動指令電源の応札容量の合計がメインオークションにおける応札上限容量を超過し、かつ当該応札上限容量を超える点
において、同一価格の応札が複数存在する場合は以下a～bの順で同一価格の応札の約定処理を行います。
a.エリア需要の４％を超過していないエリアは全て落札電源とする
b.エリア需要の４％を超過しているエリアは、エリア需要に対する超過率が等しくなるように当該エリアへ落札可能な
容量を分配し、当該エリアの同一価格の応札の落札電源を落札可能な容量に基づいてランダムに決定する
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第64回制度検討
作業部会資料より

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
②発動指令電源の募集量等（３／４）
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第65回制度検討
作業部会資料より

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
②発動指令電源の募集量等（４／４）

第37回容量市場の
在り方等に関する検
討会資料より



14３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
③経過措置の扱い（１／８）

◼経過措置の扱い

➢ オークションでの約定価格が、NetCONEの半分以下になった場合には、経過措置を適用しないこと
とする。
（エリアプライスがNetCONEの半分以下の場合には、そのエリアで約定した電源等は経過措置を適
用しない対象となるが、約定価格がマルチプライスの場合には、その約定価格に応じて適用するか判
断される。）

➢ 約定価格がNetCONEの半分を超え、経過措置を適用した場合の受取額がNetCONEの半分で
の受取額以下となる場合には、NetCONEの半分での受取額とする。

◼ メインオークションの約定価格がNetCONEの半分以下になった場合は、「電源等の経過年数に応じた
控除」、「入札内容に応じた控除」の両方を控除適用対象外とすることを記載 【募集要綱・約款】

◼ 約定価格がNetCONEの半分を超え、経過措置を適用した場合の受取額がNetCONEの半分での
受取額以下となる場合には、経過措置による控除額を調整することを記載 【募集要綱・約款】

募集要綱・約款への反映内容

2022年度オークションに向けた検討



15３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
③経過措置の扱い（２／８）

募集要綱・約款での記載 【募集要綱】 第7章 契約条件

＜変更前＞ ＜変更後＞【募集要綱】 【募集要綱】

２.容量確保契約金額の算出に関する経過措置
（１）安定電源および変動電源（単独）に対して、以下に該当

する場合は経過措置の対象とします。
ア 2010年度末までに建設された電源

（略）
イ メインオークション応札時の応札価格が、約定価格に入札

内容に応じた控除額係数を乗じた価格以下の電源
（略）

２.容量確保契約金額の算出に関する経過措置
（１）安定電源および変動電源（単独）に対して、以下に該当

する場合は経過措置の対象とします。
ア 2010年度末までに建設された電源

（略）
イ メインオークション応札時の応札価格が、約定価格に入札

内容に応じた控除額係数を乗じた価格以下の電源
（略）

ただし、メインオークションの個々の電源の約定価格が、同
指標価格の50％以下となった場合は、上記アおよびイの経過
措置による控除を行わないものとします。

また、メインオークションの個々の電源の約定価格が、同指
標価格の50％（※）を超えており、かつ上記アおよびイの経
過措置を適用した際に、同指標価格の50％以下となる場合は、
当該電源の経過措置適用後の価格が同指標価格の50％の価格
となるように、経過措置による控除額を調整します。
※（同指標価格の50％）の値にて円未満を切り捨て



16３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
③経過措置の扱い（３／８）

募集要綱・約款での記載 【約款】 附則（2021年7月1日）

＜変更前＞ ＜変更後＞【約款】 【約款】

第2条 容量確保契約金額の算出に関する経過措置
1.容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除に
は、「電源等の経過年数に応じた控除」と、「入札内容に
応じた控除」があります。
なお、「電源等の経過年数に応じた控除」は、契約電源が
2010年度末までに建設された電源が対象となり、「入札内
容に応じた控除」は、メインオークション応札時の応札価
格が約定価格に入札内容に応じた控除額係数を乗じた価格
以下の電源が対象となります。容量確保契約金額の算出に
関する経過措置における控除額は次の算式に基づき算
定された金額とします。

※1：メインオークションと調達オークションの約定価格を
落札容量により加重平均し、円未満の端数は切り捨
てして算定したもの

※2：容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除
額の算定で円未満を切り捨て

容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除額
＝契約単価※1 × 契約容量 ×（1－経過措置控除係数）※2

経過措置控除係数
＝電源等の経過年数に応じた控除額係数

×入札内容に応じた控除額係数

電源等の経過年数に応じた控除額係数
＝（1 － 電源等の経過年数に応じた控除率）

第2条 容量確保契約金額の算出に関する経過措置
1.容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除に
は、「電源等の経過年数に応じた控除」と、「入札内容に
応じた控除」があります。
なお、「電源等の経過年数に応じた控除」は、契約電源が
2010年度末までに建設された電源が対象となり、「入札内
容に応じた控除」は、メインオークション応札時の応札価
格が約定価格に入札内容に応じた控除額係数を乗じた価格
以下の電源が対象となります。容量確保契約金額の算出に
関する経過措置における控除額は次の算式に基づき、メ
インオークションと調達オークションのそれぞれにおいて
算定された金額とします。

※1：メインオークションと調達オークションの約定価格を
落札容量により加重平均し、円未満の端数は切り捨
てして算定したもの

※2：容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除
額の算定で円未満を切り捨て

容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除額※

＝個々の電源の約定価格 × 契約容量
×（1－経過措置控除係数）※2

経過措置控除係数
＝電源等の経過年数に応じた控除額係数

×入札内容に応じた控除額係数

電源等の経過年数に応じた控除額係数
＝（1 － 電源等の経過年数に応じた控除率）



17３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
③経過措置の扱い（４／８）

募集要綱・約款での記載 【約款】 附則（2021年7月1日）

＜変更前＞ ＜変更後＞【約款】 【約款】

第2条 容量確保契約金額の算出に関する経過措置
2. 電源等の経過年数に応じた控除率は以下の通りとします。

なお、いずれの実需給期間においても、電源等の経過年数
に応じた控除額の対象でない電源の場合は0％とします。

実需給期間が2025年度 ・・・ 7.5％
実需給期間が2026年度 ・・・ 6.0％
実需給期間が2027年度 ・・・ 4.5％
実需給期間が2028年度 ・・・ 3.0％
実需給期間が2029年度 ・・・ 1.5％

3. 入札内容に応じた控除額係数は以下の通りとします。なお、
いずれの実需給期間においても、入札内容に応じた控除額
の対象でない電源の場合は100％とします。

実需給期間が2025年度 ・・・ 82.0％
実需給期間が2026年度 ・・・ 85.6％
実需給期間が2027年度 ・・・ 89.2％
実需給期間が2028年度 ・・・ 92.8％
実需給期間が2029年度 ・・・ 96.4％

第2条 容量確保契約金額の算出に関する経過措置
2. 電源等の経過年数に応じた控除率は以下の通りとします。

なお、いずれの実需給期間においても、電源等の経過年数
に応じた控除額の対象でない電源の場合は0％とします。
なお、対象実需給期間が2026年度以降については、個々の
電源の約定価格がオークションの指標価格の50％以下と
なった場合は、当該電源の電源等の経過年数に応じた控除
率は0％とします。
※指標価格の50％の価格に端数が生じる場合は円未満を
切り捨て

(略）

3. 入札内容に応じた控除額係数は以下の通りとします。なお、
いずれの実需給期間においても、入札内容に応じた控除額
の対象でない電源の場合は100％とします。
なお、対象実需給期間が2026年度以降については、個々の
電源の約定価格がオークションの指標価格の50％以下と
なった場合は、当該電源の入札内容に応じた控除額係数は
100％とします。
※指標価格の50％の価格に端数が生じる場合は円未満を
切り捨て

（略）



18３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
③経過措置の扱い（５／８）

募集要綱・約款での記載 【約款】 附則（2021年7月1日）

＜変更前＞ ＜変更後＞【約款】 【約款】

第2条 容量確保契約金額の算出に関する経過措置
4.容量確保契約金額は、次の算式に基づき算定された金額と
します。

※1：契約単価：メインオークションと調達オークションの約
定価格を落札容量により加重平均し、円未満の端数は切
り捨てして算定したもの

※2：容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除
額の算定で円未満を切り捨て

※3：容量停止計画に対する、追加設備量を利用する容量およ
び供給信頼度確保に影響を与える容量の割合で補正

容量確保契約金額
＝ 契約単価※1 × 契約容量
－容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除額※2

－第16条第1項に基づき調整不調電源に科される経済的ペナルティ※3

第2条 容量確保契約金額の算出に関する経過措置
4.容量確保契約金額は、次の算式に基づき算定された金額と
します。

※1：(略）
※2：容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除

額の算定で円未満を切り捨て
※2：（略）
なお、対象実需給期間が2026年度以降の容量確保契約金額の
算出に関する経過措置における控除額については、個々の電
源の約定価格に経過措置を適用することによりオークション
の指標価格の50％以下となる際には、以下のように金額を読
み替えます。

※1：（オークションの指標価格の50％）の値にて円未満を
切り捨て

※2：負値となる場合は零とします

容量確保契約金額
＝ 契約単価※1 × 契約容量
－容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除額※2

－第16条第1項に基づき調整不調電源に科される経済的ペナルティ※2

容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除額
≧｛（個々の電源の約定価格－オークションの指標価格の50％※1）

×契約容量｝の場合

容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除額※2

＝（個々の電源の約定価格－オークションの指標価格の50％※1）
×契約容量



19３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
③経過措置の扱い（６／８）

募集要綱・約款での記載 【約款】 附則（2021年7月1日）

＜変更前＞ ＜変更後＞【約款】 【約款】

第3条 経過措置に関する実需給期間前の経済的ペナルティ
（略）

本機関は、第15条の実需給期間前のアセスメントの結果に基
づき、以下の各号に掲げるとおり、経済的ペナルティを科し
ます。

①電源等の区分が安定電源および変動電源の場合
(1)調整不調電源に科される経済的ペナルティ
（略）

i 追加設備量を利用する場合
契約単価 ×（契約容量 × 経過措置控除係数）
× 0.3％／日 × 調整不調の日数

ii 供給信頼度確保へ影響を与える場合
契約単価 ×（契約容量 × 経過措置控除係数）
× 0.6％／日 × 調整不調の日数

第3条 経過措置に関する実需給期間前の経済的ペナルティ
（略）

本機関は、第15条の実需給期間前のアセスメントの結果に基
づき、以下の各号に掲げるとおり、経済的ペナルティを科し
ます。

①電源等の区分が安定電源および変動電源の場合
(1)調整不調電源に科される経済的ペナルティ
（略）

i 追加設備量を利用する場合
（契約単価×契約容量－容量確保契約金額の算出に関する
経過措置における控除額）
× 0.3％／日 × 調整不調の日数

ii 供給信頼度確保へ影響を与える場合
（契約単価×契約容量－容量確保契約金額の算出に関する
経過措置における控除額）

× 0.6％／日 × 調整不調の日数
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第64回制度検討
作業部会資料より

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
③経過措置の扱い（７／８）
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第65回制度検討
作業部会資料より

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
③経過措置の扱い（８／８）



22３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
④監視の対象について（１／３）

◼ 監視対象となる「市場支配力を有する事業者」の定義について、500万kW以上の発電規模を有する
事業者と記載している箇所に、ただし書きで500万kW未満の発電規模の事業者であっても、必要に
応じて監視の対象となる旨を記載 【募集要綱】

募集要綱・約款への反映内容

◼ 監視の対象について

➢ 「一定の基準」として、500万kW以上の発電規模を有する事業者を監視の対象とする。

➢ 「一定の基準」を設けたうえで、前年度のオークション結果等を踏まえながら、500万kW未満の発電
規模の事業者であっても、必要に応じて、監視の対象とする。

2022年度オークションに向けた検討



23３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
④監視の対象について（２／３）

募集要綱・約款での記載 【募集要綱】 第5章 応札方法

＜変更前＞ ＜変更後＞【募集要綱】 【募集要綱】

１.応札方法
（１３）容量市場において市場支配力を有する事業者（※1）が、

事前に電力・ガス取引監視等委員会から確認を得た価
格を超えて応札した場合、または基準価格（※2）を超
えて事前に確認を得ずに応札した場合は、特段の事情
がない限り、電力・ガス取引監視等委員会によって、
当該応札は取り消しの対象と判断されます。なお、電
力・ガス取引監視等委員会が、応札電源の中から監視
対象電源を選定し、その事実関係を確認したうえで、
取り消しの対象にあたると判断した場合は、当該事実
等が参加登録申請者及び本機関に通知され、本機関は
当該通知をもって対象の応札を取り消します。

※1：実需給年度が2025年度の容量オークションにお
いては500万kW以上の発電規模を有する事業者と
する。

※2：前年度のメインオークションにおける指標価格と
する。

１.応札方法
（１３）容量市場において市場支配力を有する事業者（※1）が、

事前に電力・ガス取引監視等委員会から確認を得た価
格を超えて応札した場合、または基準価格（※2）を超
えて事前に確認を得ずに応札した場合は、特段の事情
がない限り、電力・ガス取引監視等委員会によって、
当該応札は取り消しの対象と判断されます。なお、電
力・ガス取引監視等委員会が、応札電源の中から監視
対象電源を選定（※3）し、その事実関係を確認した
うえで、取り消しの対象にあたると判断した場合は、
当該事実等が参加登録申請者及び本機関に通知され、
本機関は当該通知をもって対象の応札を取り消します。

※1：実需給年度が2026年度の容量オークションにお
いては500万kW以上の発電規模を有する事業者と
する。

※2：前年度のメインオークションにおける指標価格と
する。

※3：500万kW未満の発電規模の事業者であっても、
必要に応じて、監視の対象とする場合もあります。
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第64回制度検討
作業部会資料より

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
④監視の対象について（３／３）



25３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
⑤１地点複数応札（安定電源+発動指令電源）（１／５）

◼ 「第３章３．募集内容」、「第４章３．電源等情報の登録」に、1地点複数応札の内容を記載 【募
集要綱】

募集要綱・約款への反映内容

◼ 1地点複数応札（安定電源+発動指令電源）の適用について

➢ 安定電源において、契約容量まで供給力を提供してもなお、需給ひっ迫時に当該契約容量を超え
て発動指令電源として供給力を提供できる場合は、１計量単位にて安定電源に加えて、発動指
令電源の1リソースとしても応札可能とする。

2022年度オークションに向けた検討
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募集要綱・約款での記載 【募集要綱】 第３章 募集概要

＜変更前＞ ＜変更後＞【募集要綱】 【募集要綱】

３.募集内容
（５）参加登録した事業者が登録可能な電源等

エ １計量単位内（※）に複数の号機（ユニット）が存在し、
それぞれ「容量を提供する電源等の区分」が異なる場合
は、いずれか一つの区分を選択してください。

※「計量単位」とは、属地一般送配電事業者の託送供給
約款に基づく計量器等（ただし、分社した旧一般電気
事業者の発電所に設置された電気計器について計量法
の適用を除外する特例措置の対象となっている場合は
この限りでない）が取り付けられた受電または供給地
点毎を指します。

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
⑤１地点複数応札（安定電源+発動指令電源）（２／５）

３.募集内容
（５）参加登録した事業者が登録可能な電源等

エ １計量単位内（※）に複数の号機（ユニット）が存在し、
それぞれ「容量を提供する電源等の区分」が異なる場合
は、いずれか一つの区分を選択してください。

※「計量単位」とは、属地一般送配電事業者の託送供給
約款に基づく計量器等（ただし、分社した旧一般電気
事業者の発電所に設置された電気計器について計量法
の適用を除外する特例措置の対象となっている場合は
この限りでない）が取り付けられた受電または供給地
点毎を指します。

※ただし安定電源においては、応札容量まで供給力を提
供してもなお、需給ひっ迫時に当該契約容量を超えて
発動指令電源として供給力を提供できる場合は、１計
量単位にて安定電源に加えて、発動指令電源としても
登録可能です。
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募集要綱・約款での記載 【募集要綱】 第３章 募集概要

＜変更前＞ ＜変更後＞【募集要綱】 【募集要綱】

３.募集内容
（６）応札単位

イ 変動電源（アグリゲート）の応札単位は、小規模変動電
源リスト毎、発動指令電源の応札単位は電源等リスト毎
とします。

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
⑤１地点複数応札（安定電源+発動指令電源）（３／５）

３.募集内容
（６）応札単位

イ 変動電源（アグリゲート）の応札単位は、小規模変動電
源リスト毎、発動指令電源の応札単位は電源等リスト毎
とします。

また、安定電源において、応札容量まで供給力を提供し
てもなお、需給ひっ迫時に当該応札容量を超えて発動指
令電源として供給力を提供できる場合は、１計量単位に
て安定電源に加えて、発動指令電源の１リソースとして
も電源等リストに登録可能です。
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募集要綱・約款での記載 【募集要綱】 第４章 参加登録

＜変更前＞ ＜変更後＞【募集要綱】 【募集要綱】

３.電源等情報の登録
（３）１計量単位の電源等を複数の参加登録申請者が登録する

ことはできません。

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
⑤１地点複数応札（安定電源+発動指令電源）（４／５）

３.電源等情報の登録
（３）１計量単位の電源等を複数の参加登録申請者が登録する

ことはできません。

ただし、１計量単位にて安定電源に加えて発動指令電源の1
リソースとして電源等リストに登録する電源については、そ
れぞれ異なる参加登録申請者が登録することも可能です。

なお、1計量単位にて安定電源に加えて発動指令電源の1リ
ソースとして電源等リストに登録を行う際には、安定電源ま
たは発動指令電源として当該電源の電源等情報の登録を行う
容量提供事業者に対して、本機関が当該電源の発電実績等の
提出を求める場合があります。
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第62回制度検討
作業部会資料より

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
⑤１地点複数応札（安定電源+発動指令電源）（５／５）



30３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
⑥ノンファーム型接続電源（１／３）

◼ 「第３章３．募集内容」に、基幹系統でノンファーム型接続が適用される電源の参加について記載
【募集要綱】

募集要綱・約款への反映内容

◼ ノンファーム型接続電源の参加について

➢ 基幹系統でノンファーム型接続が適用される電源は、参加可能とする。

2022年度オークションに向けた検討
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募集要綱・約款での記載 【募集要綱】 第３章 募集概要

＜変更前＞ ＜変更後＞【募集要綱】 【募集要綱】

３.募集内容
（５）カ 以下の電源は容量オークションに参加できません。

（該当する場合、電源等情報の登録は不可）
（略）

（オ）試行ノンファーム型接続適用電源

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
⑥ノンファーム型接続電源（２／３）

３.募集内容
（５）カ 以下の電源は容量オークションに参加できません。

（該当する場合、電源等情報の登録は不可）
（略）

（オ）試行ノンファーム型接続適用電源
なお、基幹系統でノンファーム型接続が適用される電源
は登録可能です。
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第62回制度検討
作業部会資料より

３．メインオークション募集要綱（案）と約款（案）の主なポイント
⑥ノンファーム型接続電源（３／３）



33４．今後のスケジュール
①意見募集の実施

◼ 「容量市場メインオークション募集要綱（対象実需給年度:2026年度）」と「容量確保契約約款」
の案については、このあと6月に意見募集を実施する。

◼ 意見募集でいただいたご意見や、制度検討作業部会のとりまとめをもとに、「容量市場メインオークショ
ン募集要綱（対象実需給年度:2026年度）」と「容量確保契約約款」の公表を行う。
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◼ 2022年度メインオークションに向けて、今後のスケジュールについては、以下を想定している。

➢ (本日) ：本検討会での募集要綱案、需要曲線案の提示

➢ 6月 ：募集要綱案に関する意見募集実施

➢ 6～10月 ：オークションや応札業務に関する事業者向けの説明会等

➢ 7～8月(予定) ：募集要綱の確定・公表、需要曲線の公表

➢ 8～10月(予定)：参加登録（事業者情報、電源等情報、期待容量）や応札準備

➢ 11月(予定) ：応札期間

➢ 1月頃(予定) ：約定結果の公表

◼ それぞれの日程について確定次第公表を行い、広域機関HPや容量市場かいせつスペシャルサイト、
事業者説明会等でも発信を行っていく。

４．今後のスケジュール
②2022年度メインオークションのスケジュール概要
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◼ 2022年度メインオークションの応札に向けた参加登録等は、以下日程を予定している。

（参考）2022年度メインオークションの参加登録や応札等のスケジュール（予定）

応札の受付
[予定]2022年11月1日(火)~11月15日(火)

2023年度2022年度

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月5月

参加
登録

メイン
オーク
ション

契約書
締結

容量確保契約書締結の手続
約定結果の公表以降

▲容量確保契約の
結果公表
[予定]2023年4月頃

事業者情報の登録
[予定]2022年8月4日(木)~8月10日(水)

4月

関連
文書
・

説明会
等

パブ
コメ

パブコメ
対応

パブ
コメ

パブコメ
対応▲業務マニュアル公表 [予定]2022年7～8月

パブ
コメ

パブコメ
対応

業務マニュアル
【応札・契約書の締結編】

▲業務マニュアル公表 [予定]2022年9月

期待容量の登録
[予定]2022年9月20日(火)~10月4日(火)

【募集要綱】

業務マニュアル
【参加登録編】

▲容量市場メインオークション募集要綱公表 [予定]2022年7～8月

事業者向けの説明等

▲約定結果の公表
[予定]2023年1月頃

応札容量算定に用いた期待容量等算定諸元一覧の登録受付
[予定]2022年11月16日(水)~11月22日(火)

電源等情報の登録支援
[予定]6月28日(火)~7月8日(金)

石炭火力電源の効率確認について▲
(WEBサイトのお知らせ)

[予定]2022年6月29日(水)

▲需要曲線公表 [予定]2022年7～8月

▲調整係数の公表[予定]2022年6～7月 ※発動指令電源の調整係数については参考値の公表となります。

▲アグリゲーター一覧の公表[予定]2022年7～8月 ※6月中旬より公表情報に関する募集を開始する予定です。
その他

電源等情報の登録
[予定]2022年8月17日(水)~8月30日(火)
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◼ 今回は3回目のメインオークションとなり、参加に向けた登録（事業者情報、電源等情報、期待容
量）や応札登録の手順について、下記のような留意点に関しても丁寧に事業者へ周知を行っていく。

【周知例】
＜事業者情報＞
⚫ 既に事業者情報を登録済の事業者は、新たに事業者情報を登録する必要はありません。登録済の事業者情
報について内容確認の上、必要に応じて修正してください。

＜電源等情報＞
⚫ 2021年度メインオークション（対象実需給年度:2025年度）に参加登録された電源等情報は、本機関によ
り、当該内容を対象実需給年度:2026年度向けの電源等情報として容量市場システムに登録（※）します。
登録済の電源等情報について内容確認の上、必要に応じて修正してください。
※ただし、取次により登録されていると思われる電源等情報については登録されません

＜期待容量＞
⚫ 全電源で登録が必要になります。
（これまでのメインオークションに期待容量を登録した場合でも、対象実需給年度:2026年度向けの期待容量
は新たに登録が必要となります。）

＜応札＞
⚫ 全電源で登録が必要になります。
（これまでのメインオークションに応札容量を登録した場合でも、対象実需給年度:2026年度向けの応札容量
は新たに登録が必要となります。）

（参考）2022年度メインオークションに向けた参加登録や応札に向けた準備


